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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次

第18期

第３四半期

累計期間

第17期

会計期間
自 2021年10月１日

至 2022年６月30日

自 2020年10月１日

至 2021年９月30日

売上高 (千円) 819,067 1,001,290

経常利益 (千円) 178,777 230,936

四半期（当期）純利益 (千円) 118,710 156,416

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ―

資本金 (千円) 78,400 78,400

発行済株式総数 (株) 968,000 968,000

純資産額 (千円) 370,487 300,176

総資産額 (千円) 662,257 730,274

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 122.63 161.59

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
(円) ― ―

１株当たり配当額 (円) ― 50.00

自己資本比率 (％) 55.9 41.1

回次
第18期

第３四半期会計期間

会計期間
自 2022年４月１日

至 2022年６月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 33.31

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．当社は2021年９月期第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、2021年９月期第３

四半期累計期間の数値については記載しておりません。

３．当第３四半期累計期間期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等の

適用をしており、適用後の指標等になっております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非

上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況分析は、当社の財務諸表に基づいて実施されております。当社

の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

　財務諸表の作成に当たっては一部に見積もりによる金額を含んでおりますが、見積もりにつきましては、過去実績

や状況に応じ合理的と考えられる要因等に基づいており、妥当性についての継続的な評価を行っております。しかし

ながら、見積もり特有の不確実性があるため、実際の結果はこれらの見積もりと異なる可能性があります。

　当社は、人材開発事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

本項に記載した将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

　なお、当社は、前第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間と

の比較分析は行っておりません。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期累計期間の売上高は819,067千円、売上総利益は576,586千円となりました。これは主に１対１型コー

チング及びマイクロラーニングが順調に推移したことによるものです。

　販売費及び一般管理費は396,482千円となりました。これは主に事業拡大に伴う人件費の増加によるものです。

　この結果、営業利益は180,103千円、経常利益は178,777千円、四半期純利益は118,710千円となりました。

　当第３四半期累計期間末の総資産は662,257千円となりました。流動資産は610,846千円となりました。これは主に

現預金が44,995千円、その他流動資産が9,305千円減少したためです。また、固定資産は49,841千円となりました。こ

れは主に繰延税金資産が7,921千円減少したためです。

　当第３四半期累計期間末の負債合計は291,770千円となりました。流動負債は214,594千円となりました。これは主

に契約負債が70,050千円増加し、前受金が83,928千円、未払法人税等が76,307千円、その他流動負債が15,479千円減

少したためです。また、固定負債は77,176千円となりました。これは主に社債は10,000千円、長期借入金が21,703千

円減少したためです。

　当第３四半期累計期間末の純資産は370,487千円となりました。これは利益剰余金が剰余金の配当で48,400千円減少

し、四半期純利益で118,710千円増加したことによるものです。

(2) 経営方針及び経営戦略等

　当第３四半期累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の第６波が比較的落ち着き、海外からの

旅行者の受け入れも開始され景気の回復が見込まれる一方で、2022年２月から始まったロシアによるウクライナ侵攻

によるエネルギー等の供給確保懸念の高まりや円安による物価上昇のため一部の輸出産業を除いて先行きは不透明な

状況で推移しております。

　当第３四半期累計期間における人材開発市場においては、2020年9月に「人材版伊藤レポート」を公表して以降、人

材に関する注目度がますます高まる中で、2022年５月に「人材版伊藤レポート2.0」が公表され「人的資本」の重要性

を認識するとともに、人的資本経営という変革を具現化するための実践が企業に求められています。

　当社は、「クライアントファースト」を掲げ、組織内コミュニケーションの実現を支援する１対ｎ型コーチングサ

ービス及び社員のポテンシャルを引き出す支援をする１対１型コーチングサービスを中心にクライアントにベストマ

ッチした商品を提供し、人的資本経営の確立を実現するためのコーポレートコーチを目指しています。

　コーチングサービスにおいては、フェーズ１（気づき）、フェーズ２（実践）、フェーズ３（継続・定着）に区分

してクライアントのニーズに応じたサービスを提供しておりますが、特にフォローアップの強化が最大の顧客満足度

を向上させると考え、フォローアップ研修の実施や動画サービス強化及びクラウドサービス等によるフォローアップ

サービスを充実させて参りました。
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　これにより、人的資本経営に対する企業行動の変化を追い風とした新規クライアントからの受注獲得だけでなく、

既存クライアントからの継続受注も見込まれ、引き続き成長出来るものと考えております。

(3) 生産、受注及び販売の実績

　生産実績、受注実績、販売実績に関する情報は、次のとおりであります。

a. 生産実績

セグメントの名称 生産高(千円)

人材開発事業 233,629

合計 233,629

(注) １．金額は、製造原価によっております。

　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

b. 受注実績

セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

人材開発事業 901,285 537,040

合計 901,285 537,040

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

c. 販売実績

セグメントの名称 販売高(千円)

人材開発事業 819,067

合計 819,067

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,600,000

計 3,600,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年９月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 968,000 968,000 非上場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であり、単元
株式数は 100 株であります。

計 968,000 968,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年６月30日 ― 968,000 ― 78,400 ― 36,000

(5) 【大株主の状況】

　 当四半期会計期間は、第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―

議決権制限株式(その他) ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ―

完全議決権株式(その他) 968,000 9,680

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準と
なる株式であり、単元株式数は100株
であります。

単元未満株式 ― ―

発行済株式総数 968,000 ―

総株主の議決権 ― 9,680

② 【自己株式等】

　 該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

前事業年度に係る定時株主総会終了後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 新任役員

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 山下 美砂
1964年

12月24日

1999年10月

2000年７月

2001年７月

2005年４月

2008年10月

2009年２月

2011年６月

2015年11月

2016年７月

2017年２月

2019年４月

2020年４月

2021年１月

2021年４月

2022年４月

GE東芝シリコーン株式会社 入社

同社 人事本部長（日本・アジア

担当）

同社 執行役員人事本部長日本・

アジア担当）

日本ゼネラル・エレクトリック株

式会社 取締役人事本部長

GE横河メディカルシステムズ株式

会社 執行役員人事本部長

同社 執行役員アジアパシフィッ

ク人事本部長

GEヘルスケア・ジャパン株式会社

取締役アジアパシフィック人事本

部長

コーチ・ジャパン合同会社 人事

部長

同社 コーチ・アジア人事部長

アクサ生命保険株式会社 執行役

兼人事部門長

同社 執行役員兼人事部門長兼ア

クサ・ホールディングス・ジャパ

ン株式会社 執行役員兼人事部門

長

同社 常務執行役員特命担当

人事コンサルタント事務所開業

（現任）

株式会社JERA グローバル人事ア

ドバイザー（現任）

当社 社外取締役就任（現任）

(注)２ ―

(注)１．取締役 山下美砂は、社外取締役であります。

　 ２．取締役の任期は2022年４月25日の臨時株主総会終結の時から2022年９月期に係る定時株主総会終結の時ま

でであります。

(2) 退任役員

該当事項はありません。

(3) 役職の異動

該当事項はありません。

(4) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性９名 女性１名（役員のうち女性の比率10.0％）
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

　当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第３四半期会計期間(2022年４月１日から2022年６月30日まで)及び第３四半期累計期間(2021

年10月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビュ

ーを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４ 最初に記載する新規上場申請のための四半期報告書への記載上の特例について

　最初に提出する四半期報告書は「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同四半期との

対比は行っておりません。

　



― 10 ―

１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2021年９月30日)

当第３四半期会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 498,900 453,904

売掛金 132,885 133,637

仕掛品 10,315 7,516

　 貯蔵品 541 152

　 その他 24,939 15,634

流動資産合計 667,582 610,846

固定資産

有形固定資産

　 建物 7,619 7,619

　 減価償却累計額 △5,147 △5,971

建物（純額） 2,471 1,647

　 工具・器具及び備品 3,560 3,560

　 減価償却累計額 △3,463 △3,514

　 工具・器具及び備品（純額） 96 45

　 有形固定資産合計 2,568 1,693

　 無形固定資産

ソフトウェア 34,827 37,719

　 その他 2,220 ―

　 無形固定資産合計 37,047 37,719

　 投資その他の資産

出資金 60 60

　 長期前払費用 614 ―

繰延税金資産 15,842 7,920

　 その他 4,450 2,447

　 投資その他の資産合計 20,968 10,428

　 固定資産合計 60,584 49,841

繰延資産

　 社債発行費 2,107 1,570

　 繰延資産合計 2,107 1,570

　資産合計 730,274 662,257
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年９月30日)

当第３四半期会計期間
(2022年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 32,780 35,999

１年内償還予定の社債 20,000 20,000

　 １年内返済予定の長期借入金 24,420 25,992

　 未払法人税等 84,955 8,648

　 前受金 83,928 ―

　 契約負債 ― 70,050

　 賞与引当金 18,470 13,500

　 その他 55,883 40,403

流動負債合計 320,438 214,594

固定負債

社債 40,000 30,000

長期借入金 68,879 47,176

　 その他 780 ―

固定負債合計 109,659 77,176

負債合計 430,097 291,770

純資産の部

株主資本

資本金 78,400 78,400

資本剰余金 36,000 36,000

利益剰余金 185,776 256,087

株主資本合計 300,176 370,487

純資産合計 300,176 370,487

負債純資産合計 730,274 662,257
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期累計期間
(自 2021年10月１日
至 2022年６月30日)

売上高 819,067

売上原価 242,481

売上総利益 576,586

販売費及び一般管理費 396,482

営業利益 180,103

営業外収益

　受取利息 2

　受取配当金 28

　受取手数料 560

　営業外収益合計 590

営業外費用

　支払利息 554

　社債利息 74

　保証料償却 592

　社債発行費償却 537

　その他 157

　営業外費用合計 1,917

経常利益 178,777

税引前四半期純利益 178,777

　法人税、住民税及び事業税 52,144

　法人税等調整額 7,921

法人税等合計 60,066

四半期純利益 118,710
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

　 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしました。

　 収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累精的影響額を、当第１

四半期会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　 この結果、収益認識会計基準等の適用により、当第３四半期累計期間の損益及び利益剰余金の当期首残高に

与える影響はありません。

　 収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において「流動負債」に表示していた「前受

金」は、当第１四半期会計期間より「契約負債」に含めて表示することとしました。

　 なお、収益認識会計基準第89―2項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法に

より組替えを行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。)等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」(企業会計基準第10号 2019年７月４日)第44―2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影

響はありません。

(追加情報)

新規上場申請のための有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する

会計上の見積りの仮定について、重要な変更はありません。
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(四半期貸借対照表関係)

当座貸越契約

　 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、金融機関と当座貸越契約を締結しております。

　 当座貸越契約に関わる未実行残高は次の通りであります。

前事業年度

(2021年９月30日)

当第３四半期会計期間

(2022年６月30日)

　当座貸越極度額 　 50,000千円 　 50,000千円

　貸出実行残高 ― 〃 　 ― 〃

　差引額 　 50,000千円 　 50,000千円

　



― 15 ―

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、 第３四半期累計期間に係

る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、 次のとおりであります。

当第３四半期累計期間

　 (自 2021年10月１日

至 2022年６月30日)

減価償却費 10,613千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期累計期間(自 2021年10月１日 至 2022年６月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2021年12月20日

定時株主総会
普通株式 48,400 50 2021年９月30日 2021年12月21日 利益剰余金

２ 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

　るもの

　 該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第３四半期累計期間（自 2021年10月１日 至 2022年６月30日）

当社は、人材開発事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

　 （単位：千円）

当第３四半期累計期間

(自 2021年10月１日

至 2022年６月30日)

１対ｎ型サービス 529,271

１対１型サービス 201,524

その他のサービス 88,271

顧客との契約から生じる収益 819,067

その他の収益 ―

合計 819,067

（注）当社は、人材開発事業の単一セグメントでありますが、顧客との契約から生じる収益を提供するサービス

型に分解した情報を記載しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第３四半期累計期間
(自 2021年10月１日
至 2022年６月30日)

１株当たり四半期純利益 122円63銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 118,710

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 118,710

普通株式の期中平均株式数(株) 968,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

―

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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